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中日観光交流の新展開（V）
－－訪日団体観光ビザ中国全土解禁に見た中国人訪日旅行の現状と課題－－
劉 明
 序 論
2005 年 7 月 25 日、これまで中国一部の地域に限られていた訪日団体観光ビザの発給が（1）、中国全
土に拡大された。これにより対象人口が約 3億 7000 万人から 13 億人に増え、日本では観光客の大量
誘致に向けて、様々な活動が始まっている。
ビザ発給地域の全土拡大により、今後は訪日中国人旅行者が大幅に増加することが期待されるが、
しかし、中国と日本との間に政治的・社会的に根深い問題が横たわるなか、中日観光交流を一時的に
せよ阻害することがあろうと筆者は心配している。このような複雑な気持ちで、7月 31 日～8月 20
日、約 3週間にわたって上海を訪問し、訪日旅行市場の一般的背景について再確認を行っていた（2）。
今回の V編では、上述した訪日団体観光ビザの発給が中国全土に拡大された背景を踏まえて、現
在の中国人訪日旅行市場の一般的背景及び中国人訪日旅行の現状と課題を明らかにすると同時に、そ
の問題点解決のために如何なる戦略が考えられるのか検討を試みるものである。
 訪日団体観光ビザ中国全土へ拡大の背景
1 中国人団体観光ビザ全土拡大へ
日本人が 15 日以内の商用や観光の短期中国旅行をする場合、ビザは免状されている（3）。しかし日
本への中国人旅行者には厳しい制限がある。そのアンバランスを是正するため、もっと多くの中国人
観光客を誘致するために、日本政府は中国人団体客への観光ビザ発給対象地域を、愛知万博開催期間
中に限り、中国全土に拡大する方針を決めた。
2005 年 1 月、北側一雄国土交通大臣が中国を訪問し、北京、上海、天津の 3市と広東、江蘇、浙
江、山東、遼寧の 5省に限定されていた現在の地域を、万博期間中、中国全土に拡大する方針を中国
政府に伝えた。それに対して、中国側は当初から全土への拡大を恒久化するよう求めた。その後、日
本側はあらためて、不法滞在などの問題がなければ、愛知万博終了後も中国全土を対象にした措置を
続ける意向を表明したが、中国側は期間を限定することに不満を表明していた。万博開幕前に中国人
向け団体観光ビザ発給地の全土開放が実現されるかどうかは微妙な状況であった。
何故、ビザの発給はなかなか規制緩和が出来ないのか。2003 年の夏に内閣府が行った「自由時間
と観光に関する世論調査」では、ビザについて「免除もしくは手続きを簡素化すべき」が 9.3％にと
どまったのに対し、「免除や手続きを簡素化すべきでない」は 53％と過半数に及んでいるのも事実で
あった。その世論調査の結果から見ると、日本は本当に世界に開かれた国とは言えないということが
分かるであろう。
そのような障害があるため、2005 年 2 月 14 日の衆議院予算委員会で、北側国土交通相が中国に限
らずビザに関する規制緩和に積極的に取り組む姿勢も強調していた。
2 中日関係修復への「万博外交」
中日関係の冷え込みは大規模な「反日デモ」に発展した。そこにはナショナリズムの台頭、靖国神
社、歴史教科書問題など複雑な背景要因があったと考える。中国各地の反日デモで中日関係を緊迫さ
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せていた。このようなぎくしゃくした対日関係を修復するため、中国の呉儀副首相は 2005 年 5 月 17
日から 23 日まで日本を訪問した。来日中の呉儀副首相は 5月 19 日に愛知万博（愛・地球博）の「中国
ナショナルデー」に参加し、中日交流の重要性をアピールした。
その後、来日していた呉儀副首相と北側一雄国土交通大臣の会談で、全土拡大への共通認識を確認
した。そのおかげで、中国人観光客の失踪や不法滞在などへの懸念による政府内の慎重論に加え、呉
副首相が小泉純一郎首相との会談を中止したにもかかわらず、ビザの全土拡大方針は変わらなかった。
呉副首相が帰国した翌日の 24 日に、北側一雄国土交通大臣は記者会見で、「呉副首相に団体観光旅
行のビザ発給対象地域を中国全土に拡大することを伝え、了解を得た。今後、日中間で事務的な調整
を行う」と述べた（4）。
3 中日両国政府の最終的な合意
2005 年 7 月 2 日、北京で開かれた「日中観光セミナー」に出席のため訪中した北側国土交通大臣
は中国国家観光局の邵偉局長と会談し、7月 25 日から期限を設けず中国人団体観光客に対するビ
ザ発給対象地域が中国全土に拡大することで合意した。中日間の観光や青少年交流が増えることを目
指して、両国が協力することでも合意し、協議書に署名した。
北側国土交通大臣は呉儀副首相とも会談を行った。その席で呉副首相は「中日の政治関係は緊張し
ているが、観光は友好の架け橋であり、平和の使者である」と述べ、両国の観光交流の拡大を重視す
る姿勢を示した。
今回の合意を受け、在華日本大使館はすでに中信旅遊総公司、中国国際旅行社総社、中国旅行社総
社、中青旅控股股分有限公司、中国招商国際旅遊総公司、中国婦女旅行社、中国天鵝国際旅遊公司、
中国康輝旅行社など大手旅行社 8社を団体観光ビザ手続代理機関に指定し、当面はこれらの旅行社を
通してビザ申請を受け付ける。
以上の分析のとおり、中日両国政府の努力により、期限を設けず中国人訪日団体観光客ビザの発給
対象地域が中国全土に拡大されたと考え、中日間の政治関係が困難な時こそ、両国間におけるもっと
広い範囲での国民観光交流が必要であると筆者は考える。世界に開かれた国を目指す「観光立国」の
実現のほかに、多くの国民の相互理解を深め中日関係を修復することも訪日団体観光ビザ中国全土へ
拡大の背景とも言えよう。
中日両国政府が合意した「訪日団体観光ビザ発給対象地域の中国全土への拡大」が実施された 7月
25 日に、訪日観光ツアー第 1陣の 7団体、計 161 人が成田、関西、福岡の各空港に到着した。国土
交通省は 26 日、東京都内で盛大に歓迎式典を行った。また、同日夕、中国国家観光局主催の「中日
観光交流促進大会」が開催された。主催者の邵国家観光局長は「ここに中日双方向の大交流時代が本
格的に始まった」と述べた。
では、中日双方向の大交流時代が本格的に始まった直後、海の向こうにある訪日旅行市場の一般的
背景はどうなっているのか、また、「訪日団体観光ビザ発給対象地域の中国全土への拡大」の実施に
対する中日両国の訪日旅行担当者の反応及び中国人訪日旅行の現状と課題については、上海での現地
研究調査により、次の各章で論じてみたい。
 上海での研究調査
1 調査対象
調査対象は日本国際観光振興機構（JNTO）上海観光宣伝事務所、日本旅行日旅国際旅行社有限公司、
JR西日本中国インバウンド上海事務所、上海国旅国際旅行社有限公司出境旅遊中心を対象とした（写
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真 1、2、3、4、5参照）。
（1）日本国際観光振興機構（JNTO）上海観光宣伝事務所の概要
JNTO上海観光宣伝事務所は、北京・香港の海外宣伝事務所に続き、中国で三番目の拠点として、
2004 年 8 月にオープンした。JNTO上海観光宣伝事務所は、上海市をはじめ江蘇省、浙江省、安徽
省、湖北省、湖南省、西蔵自治区、河南省、海南省、貴州省、福建省、江西省、広西壮族自治区、雲
南省を担当することにより、これらの市場のニーズを的確に捉え、中国からの訪日旅客の増大を積極
的に促進している。
（2）日本旅行日旅国際旅行社有限公司の概要
日本旅行は 2004 年 12 月 1 日、上海市内で「日旅国際旅行社有限公司」の設立開業記念パーティー
を開催し、上海では世界で初めてとなる外資 100％出資の現地法人旅行会社として設立された。
事業内容は日本からのインバウンド業務を中心に、在中の日本人を対象とした旅行需要を取り扱う。
（3）JR西日本中国インバウンド上海事務所の概要
JR 西日本は 2003 年 4 月にプロジェクトチームを設置し、9月 3日、上海に現地事務所「上海代表
処」を開設した。現地調査、マーケティング活動等を経て、2004 年 3 月期中から上海発西日本向け
のツアーを実施している。新たな旅行需要の創出にあたっては、各自治体や関西経済連合会などと具
写真 1 インタビューにご協力
いただいた日本旅行・
日旅国際旅行社有限公
司董事長総経理太田千
秋氏（左）と筆者のイス
ラム風格のオフィスビ
ル
写真 4 インタビューにご協力
いただいた JR西日本
旅客鉄道株式会社・上
海事務所所長山越健司
氏（右）と筆者
写真 3 インタビューにご協力
いただいた上海国旅国
際旅行社有限公司出境
旅遊中心アジア部経理
任燕艶氏（右）と筆者
写真 2 インタビューにご協力
いただいた日本国際観
光振興機構（JNTO）上
海観光宣伝事務所所長
平田真幸氏（左）と筆者
写真 5 インタビューにご協力
いただいた上海市旅遊
事業管理委員会国際旅
遊促進処処長李彬誠氏
（左）と筆者
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体的な連携策を検討し、株式会社日本旅行やホテルなど JR西日本グループが一体となって取り組み、
JR西日本グループの事業ドメインの複合的拡大を図っている。
（4）上海国旅国際旅行社有限公司出境旅遊中心の概要
1954 年設立の上海最大手の旅行代理店・中国国際旅行社上海分社に所属している。特に国際旅行
業務では、他社に先駆けて解禁された日本観光斡旋業務を取り扱っている。WTO加盟により外資の
進出が活発化する中で、競争力の向上を課題として、業務の国際標準化を急速に進めている。
2 調査方法
質問項目を調査協力者に口頭で伝え、回答を求めるというようなインタビューを行った。
質問項目は次のとおりである。
（1）訪日旅行市場の背景に関する設問
（2）訪日旅行の現状に関する設問
（3）訪日旅行の課題に関する設問
筆者はインタビューを行い、上記の関係諸機関の責任者と、中日双方向の大交流時代が本格的に始
まった現在、中国人訪日旅行市場の一般的背景及び中国人訪日旅行の現状と課題について、意見を交
換した。
 訪日旅行市場の背景
4 年前（2001 年 8 月）に筆者が行った訪日旅行市場の背景に関する調査の結果と比べると、中国にお
ける政治・経済・社会の情勢は大きな変化を生じたのも事実であるが。しかし、対日意識については、
そんなに変わっていないと考える。
1 政治・経済・社会の情勢
胡錦涛国家主席・温家宝首相の時代になっている中国では、「和諧社会」や「科学的発展観」とい
う現政権の政治スローガンがちりばめられている。「和諧社会」とは、所得格差が開きすぎる問題の
解決に努め、社会の公平の実現を促すという調和のとれた発展ということである。「科学的発展観」
とは、都市と農村の格差解消や人間と自然のバランスを重視し、環境にも配慮しながら持続的な発展
を目指す考えである。
温家宝首相は 2005 年 3 月 5 日に始まった全国人民代表大会の政府活動報告を行い、05 年の経済政
策目標は、環境・資源問題や過熱しがちな経済基盤を抱えながらも、年間 900 万人もの新規雇用を生
み出さなければならない現実を踏まえて、8％前後の高い経済成長率を目指す決意を示した（5）。
中国国家統計局の発表によると、2005 年上半期において、都市と農村住民の収入が引き続き急速な
伸びを示し、全国の都市部住民の 1人当たり可処分所得は 5374 元に上り、実質増加率は前年同期を
0.8 ポイント上回る 9.5％に達した。農民の 1人当たり現金収入は 1586 元で、実質増加率は前年同期
を 1.6 ポイント上回る 12.5％増となった（6）。これは下半期において消費が引き続き高い伸びを示すた
めの基礎を打ち固めることになったと考える。
ACニールソン中国支社によると、「先般、北京、上海、広州で行われたオンライン調査の結果で、
7％の市民が向こう 1年間に海外観光を計画している」ことが明らかになった。
同調査によると、この三都市において調査対象となった 7％の住民、つまり、200 万人の消費者は
過去 1年間のうちに海外観光に出かけたことがある。これは主に月収が 5000 元以上の高収入層であ
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また、関係筋によると、人民幣の切り上げは海外観光を促進するものとなった。中国大陸部におけ
る最も人気のある海外観光地は中国香港（23％）、東南アジアのシンガポール（16％）、タイ（13％）であ
る。また、8％の市民は向こう 1年間に、アメリカやフランスへ観光に行くことを考えていると答え
た。そのため、長距離の海外観光の人気が上昇すると見ている（7）。
2 対日意識
「一衣帯水」と言われるように、帯のような海を挟んで隣り合う中日両国は、戦後 60 年の節目を
迎えたが、歴史問題で依然日本に厳しい視線が向けられ、解決法も手探りが続く。経済面では、年々
つながりが深まる一方、両国が共存共栄できるという確信はまだないようである。
朝日新聞社と東亜日報（韓国）、中国社会科学院が共同で 2005 年 3 月に実施した世論調査がまとまっ
た。際立つのは中日の関係悪化である。中日関係について、中国では 73％が「うまくいってない」
と答え、日本でも 61％がそう思っている。相手国が「好き、嫌い」では、日本が「嫌い」が中国で
64％、「好き」は 8％にとどまった。日本の中国が「嫌い」も 28％、「好き」10％を大きく上回った。
中国の場合、日本が「嫌い」は 1997 年 34％、2002 年 53％と右肩上がりである。教科書、靖国問題
の影響で、今回はそれをさらに超えた。
上述した世論調査の結果によると、今の中日の国民感情は危機的、中国人の対日意識は悪いと思わ
れるが、筆者は「上海調査」を行い、これとちょっと違うような印象を受けた。
その印象とは、拙論「中日観光交流の新展開（）」で、すでに指摘したように、日本政府といった
「国家」に対するイメージとは別に、現在の「日本」という「国」に対するイメージは概ね悪くない
し、日本の国民に対するイメージも概ね悪くないということである（8）。
例えば、「日本側は旅行の安全・安心に対する直接的な不安より、一連の騒動を通じて中国に対す
る“面白くない”気持ちが醸成されてしまっていることが最大の要因と分析している。それに対して
どう思うか」という筆者からの質問に対して、中国側からは、「デモ自体も日本の報道が印象付けた
ほど大規模なものではなく、ましてや完全に平静を取り戻しているのに、旅行者が戻らないのは不可
解」との指摘が多かった。こうした中国側の認識は、現地のある日本の旅行会社の方も同様で、「デ
モ前と後で、こちらでの生活はまったく変わっていない。中国で日本嫌いな人が増えたとも感じない。
日本人もごく普通に旅行できる環境なのに、『中国旅行中は日本語を話すなとアドバイスされたが本
当か』などとの問い合わせが未だにある。現地状況と日本人の感覚が乖離している」との声も聞かれ
た。
一方、長期日本に生活している筆者のところにも中国の友達から「今、中日関係は大変なので、日
本人にやられないように命を大事にしなさい」というような手紙が届いてきた。日本の方々と仲良く
して、色々助けられているのに何でそこまで心配されているのか……。
上記の 2例から見れば、中国で生活している日本人と国内の日本人の間、日本で生活している中国
人と国内の中国人の間では、中日関係低迷の要因に認識差があったことがよく分かるであろう。なぜ
このような認識差があったのかというと、その原因はそもそも現地で自分の目で確かめ、体験した結
論とメディアに大きく報道された「反日デモ」、「靖国参拝」のニュースにより推測した結論とは、全
然違うことにあると考える。いうまでもなく、体験した結論は推測した結論より、信頼度が高いであ
ろう。
筆者の「上海調査」による中国人の対日意識についてまとめると、下記のようなことが挙げられる。
（1）日本政府の歴史問題への態度が中国の国民感情を傷つけている。
（2）日本の人々は親切で礼儀正しい。
平安女学院大学研究年報 第 6号 2005
－ 77 －
（3）ハイテク先進国・経済大国。
（4）デジタル製品や化粧品が有名
（5）美しい都市景観・町が綺麗。
（6）独特の文化：温泉、旅館、アニメーションなど。
（7）独特の自然景観：桜、富士山など。
（8）物価が高い。
（9）言葉が通じない。
（10）ビザの申請が難しい。
 訪日旅行の現状と課題
1 訪日旅行の現状
（1）目的別訪日中国人数
国土交通省のまとめによると、04 年（1～12 月）に中国から訪れた訪日客数は、前年比 37.3％増の
616,009 人となった。訪日外客数全体に占める 10.0％となった（表 1）。目的別では「観光客」は 2003
表 1 訪日外国人旅行者に占める中国人の割合（含：公用、観光、商務、留学、親族訪問等）
注：「国際観光振興機構（JNTO）」の資料により作成。
表 2 目的別訪日中国人数
注：①「観光客」とは、「短期滞在入国者」から「商用客」を引いた入国外国人で、「親族友人訪問」を含んで
いる。「その他客」とは観光、商用目的を除く入国外国人で、留学、研修、外交・公用が含まれる。
注：②「国際観光振興機構（JNTO）」の資料により作成。
順位 国 名 2004 年総数（人） 対前年度伸率（％） シェア（％）
1 韓 国 1,588,472 8.8 25.9
2 台 湾 1,080,590 37.6 17.6
3 米 国 759,753 15.8 12.4
4 中 国 616,009 37.3 10.0
5 香 港 300,246 15.4 4.9
そ の 他 1,792,835 － 29.2
総 数 6,137,905 17.8 100.0
総 計 観光客 商用客 その他客 一時上陸客
人 数（人） 294,937 37,153 67,204 149,681 40,899
1999 年 構成比（％） 100.0 12.6 22.8 50.8 13.9
伸 率（％） 10.4 4.3 1.2 11.3 33.1
人 数（人） 351,788 45,270 77,429 173,303 55,786
2000 年 構成比（％） 100.0 12.8 22.0 49.3 15.9
伸 率（％） 19.3 21.8 15.2 15.8 36.4
人 数（人） 391,384 72,118 74,309 194,174 50,783
2001 年 構成比（％） 100.0 18.4 19.0 49.6 13.0
伸 率（％） 11.3 59.3 －4.0 12.0 －9.0
人 数（人） 452,420 101,299 91,189 220,573 39,359
2002 年 構成比（％） 100.0 22.4 20.2 48.8 8.7
伸 率（％） 15.6 40.5 22.7 13.6 －22.5
人 数（人） 448,782 95,991 96,177 226,570 30,044
2003 年 構成比（％） 100.0 21.4 21.4 50.5 6.7
伸 率（％） －0.8 －5.2 5.5 2.7 －23.7
人 数（人） 616,009 189,692 141,204 254,453 30,660
2004 年 構成比（％） 100.0 30.8 22.9 41.3 5.0
伸 率（％） 37.3 97.6 46.8 12.3 2.1
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年のほぼ 2倍となる同 97.6％増の 189,692 人、「商用客」は同 46.8％増の 141,204 人、「その他客」
は同 12.3％増の 254,453 人となった（表 2）。
2004 年には、日本の官民機関が連携して、テレビ、新聞、各種イベント、ツアー造成などを通じ
て、中国で訪日団体観光ビザ発給地域に的を絞って、ビジット・ジャパン・キャンペーン（VJC）を繰
り広げた。その結果、訪日旅行への関心が高まった。また、中国都市部の急速な経済成長を背景に、
中国人の外国旅行志向が高まり、日本もその恩恵を受けた。中国人訪日客が年間を通じて増加基調と
なった。
（2）主な訪日旅行市場（地域）
訪日団体観光ビザの発給が中国全土に拡大されたとは言え、ビザの発給審査が厳しいこと、発給が
拡大されてから日がまだ浅いことなどの諸原因のため、新しい訪日団体観光ビザ発給地域からの訪日
団体観光客がまだ少ない。主要訪日旅行市場（地域）は相変わらず豊かな地域・上海市、北京市、天津
市、浙江省、広東省、江蘇省などが挙げられる。それは過去 5年間の中国人訪日団体旅行の実績を見
れば、分かるであろう（表 3）。
（3）ビザ発給の厳格化
上海での調査により、日本政府が中国人団体観光客の日本での失踪増加を懸念し、ビザ発給の審査
を厳格化させていることが分かった。
関係者の話によると、ビザ発給が中国全土で解禁されたことに伴い、申請書には「渡航歴」の欄な
どが新設された。また、過去の失踪者の傾向として、①渡航歴がない ②日本に親族がいる、といっ
た傾向が指摘されており、こうした項目を厳しくチェックするようになったという。
ビザ発給の厳格化により、ビザの取得率は前よりだいぶ下がってきた。例えば、2005 年 8 月 1 日
～20 日に瀋陽の各旅行社がビザを申請した計 275 人のうち、発給者は 100 人しかいなかった（9）。関係
者によると、過去の中国人団体旅行者に占める失踪者の割合は 1％以下だが（表 4）、外務省筋は「対
象地域の拡大によって不法滞在者が増加すれば困る」とし、この時期にビザ審査を厳格化する必要が
あり、特に失踪者数の多い遼寧省に対して（表 5）、厳しくチェックする必要があると判断したと説明
する。
2 訪日旅行の課題
中国人団体訪日観光ビザ全土解禁で、旅行者増に期待されている今こそ、冷静に課題を整理し、解
表 3 過去 5年間の中国人訪日団体旅行の実績
注：国土交通省の資料により作成。
2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年
団体数
（団体）
来訪者
（人）
団体数
（団体）
来訪者
（人）
団体数
（団体）
来訪者
（人）
団体数
（団体）
来訪者
（人）
団体数
（団体）
来訪者
（人）
北 京 市 23 468 181 3,843 254 6,102 310 7,355 393 9,757
上 海 市 7 102 123 2,431 225 4,472 203 4,100 374 7,774
広 東 省 25 492 590 10,501 1,099 22,919 886 19,726 1,088 25,545
天 津 市 － － － － － － － － 18 367
遼 寧 省 － － － － － － － － 50 981
山 東 省 － － － － － － － － 46 1,216
江 蘇 省 － － － － － － － － 31 628
浙 江 省 － － － － － － － － 55 1,201
全 体 55 1,062 894 16,775 1,578 33,493 1,399 31,181 2,055 47,469
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決すべきである。そこで、筆者が「上海調査」で収集した情報により、次のような幾つかの課題を指
摘したい。
（1）国民感情への配慮
歴史問題が「重要」と考える人は中日でそれぞれ 94％、75％と高い。小泉首相の靖国参拝につい
て、中国の反対は 92％であり（10）、日本でも「今年は見送るべきだ」との回答が 57.7％に上がり、昨
年 12 月から 16.9％増加した（11）。また、半数以上の国民が日中関係の改善に向けての日本政府の取組
は不十分だと認識している。両国の国民感情に如何に配慮するのか、政治家に考えてもらいたい。
（2）ビザ発給の規制緩和
外務省筋は「ビザ発給の厳格化は、ビザ発給の対象地域を 2005 年 7 月下旬から中国全土に拡大し
たことに伴う過渡期的な措置だ」としている。日本向けツアーのキャンセルが相次ぐなどの影響が生
じており、訪日中国人観光客の増加を期待していた中日双方の旅行関係者からは当惑の声が上がって
いる。中日両国政府のせっかくの努力により、ビザの発給は中国全土で解禁されたのに、ビザ発給の
表 4 中国人旅行者数と失踪発生の推移
注：国土交通省の資料により作成。
表 5 04 年 9月～05 年 5月の発地別失踪者数
注：国土交通省の資料により作成。
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厳格化、いわゆる「過渡期的な措置」でその効果を半減させたことは本当にもったいないとしか言い
ようがない。
（3）広域連携と情報発信
筆者は色んなインバウンド会議に参加しているが、そこで痛感するのは広域連携の大切さである。
なぜならば各自治体がバラバラにアピールしているのにとどまり、国の事業としてまとまった情報発
信が出来ていないからである。上海のある大手旅行会社への訪問の時に、「未だに、日本では中国人
訪日観光客向けの日本全国の観光地図がまだ出来ていない」と指摘され、「広域連携と強調されても、
各自治体への公平分配でしかないように思える」と、訪日旅行の担当者に批判されている。
（4）魅力的な商品の開発
米国人ジャーナリストのダグラス・マグレイ氏は、国民総生産力（Gross Naional Product＝GNP）を
国力の指標としていた財力の時代が終わり、魅力時代の新たな指標としての国民総文化力（Gross
National Cool＝GNC）という観点で見た場合、アニメーションやゲーム、日本食、日本製品などが世
界の人々にもたらす文化的影響力は極めて大きく、日本は圧倒的な力を持っていると論じたことで知
られる。東京大学の月尾嘉男・名誉教授は世界の人々にもたらす文化的影響力の側面から日本を高く
評価したマグレイ氏が提唱する国民総文化力の視点から、観光資源を見直す必要があると指摘してい
る（12）。
日本を訪れる中国人観光客にとっても、その魅力時代に対応した魅力的な商品の開発が求められて
いると考える。
 結 論
本研究では、訪日団体観光ビザの中国全土への拡大の背景を明らかにしたと同時に、上海での調査
を通じて、中国における政治・経済・社会情勢の変化を明らかにした。そして、中国人の対日意識や
訪日旅行の現状および訪日中国人観光客を増加させるために解決しなければならない幾つかの課題の
考察を行った。本研究の結論は以下のとおりである。
1 観光は友好の架け橋
本研究の「訪日旅行市場の背景／2.対日意識」では、歴史問題で中日の関係が悪化し、両国が共
存共栄できるという確信はまだないようであると、筆者の分析したように、両国間では互いに脅威と
感じ、不満、疑いの意識が強まっている。しかし、別な側面からは違った現実が見える。相互依存の
深まりはすさまじい。近年、日本経済にとって対中輸出と投資の重要性は増え続けている。同様に、
日本の対中協力は、中国経済の発展に大きな役割を果たした。中国の発展戦略においても、対日関係
は他国との関係では代替できないほど重要な役割をもっている。中日はともに勝者となりうるという
ことを訴えるべきである。
しかし、小泉首相の靖国参拝と中国の東中国海での資源開発など、両国間には対立の火種となりう
るだけでは「ウイン・ウイン」（13）はない。両国には現実的な知恵がますます必要になる。問題はそう
した中日外交を支える国民的な土壌を如何に築くかだと、筆者は考える。
そこで、大事なのは協力と相互理解を深める、両国の国民同士の観光交流を促進させることである。
双方向での観光交流拡大の足がかりが出来たことは、両国の友好ムードを高める可能性も大きいと言
えよう。中日間の政治関係が困難な時でも、観光は友好の架け橋である。
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2 ビザ発給手続きの簡素化
訪日中国人（外国人）観光客を増やし、「国際観光立国」を実現するには、ビザ発給手続きの簡素化
が必要である。
日本経団連は、訪日客を増やすことは経済波及効果や産業振興にとどまらず、草の根レベルの国際
交流と「文化安全保障」につながるなどの意義があるとし、「国際観光立国を最優先策と位置づけ、
関係省庁による総合的で迅速な推進体制の整備」を要望する提言をまとめた。その提言では、ビザ発
給手続きや出国手続きを簡素化すべきと訴えた。
上海にある中日両国の旅行関係者によると、「本来ならば、13 億の中国人を対象にビザの発給が解
禁されれば、ビザ発給手続きの簡素化は当たり前のことであるが、逆に、その手続きを厳格化させる
のは理解し難い」、「拡大された地域のビザの発給は、なぜ北京の日本大使館しか発行できないのか、
重慶に日本総領事館があるのに、なぜビザを発行しないのか」、「ビザの発給は中国全土に解禁された
とは言え、なぜ地域によって差があるのか」（14）、「ビザの発行期間は長い、手数料は高い」（15）という。
世界に開かれた国を目指す「国際観光立国」の実現に向けて、日本へのビザ発給手続きの簡素化は何
よりであろう。
謝辞：本研究における資料収集やインタビューにあたり、日本国際観光振興機構（JNTO）上海観光宣
伝事務所所長平田真幸氏、日本旅行・日旅国際旅行社有限公司董事長総経理太田千秋氏、JR
西日本旅客鉄道株式会社・総合企画本部・中国インバウンド PTジェネラルマネジャー浅沼唯
明氏、同 JR西日本旅客鉄道株式会社上海事務所所長山越健司氏及び上海市旅遊事業管理委員
会国際旅遊促進処処長李彬誠氏、上海国旅国際旅行社有限公司出境旅遊中心アジア部経理任燕
艶氏に大変お世話になった。心より厚くお礼申し上げる。
注
（1）訪日団体観光ビザの発給は、00 年 9 月に北京市・上海市・広東省を対象に開始したのを皮切りに、04 年 9
月に天津市・江蘇省・浙江省・遼寧省・山東省を追加。
（2）2001 年 8 月、北京・上海にて行った中国人日本旅行市場の背景と現況に関する研究調査に続き、今回の調
査は二度目である。
（3）2003 年 9 月 1 日に、日本人の中国へのノービザ渡航がスタート。中国側はビザ免状措置を日本との交流強
化の目玉と位置づけている。
（4）「日本と中国」2005 年 6 月 15 日。
（5）「朝日新聞」2005 年 3 月 6 日。
（6）「人民網日本語版」2005 年 7 月 21 日。
（7）「チャイナネット」2005 年 8 月 23 日。
（8）劉 明「中日観光交流の新展開（）－中国人訪日旅行の現況と規制緩和について－」『平安女学院大学研
究年報』第 2号、2002 年 3 月．p.85－96.
（9）北京の日本大使館による。
（10）朝日新聞社と東亜日報（韓国）、中国社会科学院が共同で 2005 年 3 月に実施した世論調査による。
（11）共同通信社が 2005 年 5 月 27 日、28 日の両日に実施した世論調査による。
（12）TRAVEL JOURNAL JUL. 4.2005
（13）胡錦濤氏は中日「ウイン・ウイン」と訴える。ともに勝者となりうるという意味である。
（14）外務省筋は「不法滞在防止のため、福建省や遼寧省に対して厳しくチェックする」と説明する。
（15）発行期間は少なくとも 8日間、手数料は 230 元（1元は約 15 円）。
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The New Stage in Tourism Exchange between China and Japan（V）
The Present Situation and Problems Facing Chinese Travelling to
Japan Now that Group Tourist Visas for Visiting Japan are
Available All Over China.
Min RYU
Because travel visas to Japan can be issued in any region of China now, it is expected that there will be
a large increase in the number of Chinese tourists who visit Japan from now on. However, with deeply－
rooted political and social problems existing between the two countries, the author is concerned that
these problems could stem the flow of Chinese tourists visiting Japan and Japanese tourists visiting
China, even if only for a brief period of time. With this in mind, the author visited Shanghai for three
weeks, from 31st July to 20th August, 2005, and conducted further background research into the Japanese
travel market.
In this Volume V, taking into account the aforementioned background information, as well as clarifying
the present background of the market for Chinese visitors to Japan and the present situation and
problems facing Chinese visitors to Japan, this paper will attempt to investigate possible strategies for
solving these problems.
Keywords ; ‘the visit Japan campaign’
the present situation and problems of Chinese travelers to Japan.
Because travel visas can be issued in any region of China now.
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